
65

ビジネス科学研究科 【専門職学位課程】

国際経営プロフェッショナル専攻

平成28年度
定員
30

志願者数
87 ○　　33

合格者数
35 ⑨

入学者数
32 ⑧

＜応募状況＞

＜入学者関係データ＞
平成30年度入学者／33名（男性20名，女性13名）

＜在学生データ＞ （平成30年4月1日現在）

＜教員関連データ＞ （平成30年4月1日現在）

②出身学部等

③勤務先状況

＜修了状況＞

国際経営プロフェッショナル専攻 94333130
27年度 28年度 29年度 計

経営・経済・商学
(7人)

理工学・化学等（9人）

文学・人文（9人）

流通･商社（2人）
不動産・建築（1人）

IT･ソフトウェア・
通信（3人）

金融・保険・証券
（4人）

医薬品・医療機器関連（4人）

運輸・交通・電気・
ガス（5人）

製造業（8人）

日本（48人）

中国（3人）
韓国（2人）

ケニア（1人）
インドネシア（1人）
ベラルーシ（1人）
バングラデシュ（1人）
ベトナム（2人）
マレーシア（2人）

モルドバ（1人）

フランス（1人）

コンゴ（1人）

マレーシア（1人）

中国（3人）

ミャンマー（1人）
パラグアイ（1人）
アメリカ（1人）

その他（4人）

その他（5人）
サービス（1人）

法学・政治学（4人）

①年齢分布
  （平均年齢35.6歳）

３０-３９歳（18人）

5０-5９歳（1人）

４０-４９歳（9人）

２2-２5歳（2人）

２6-２９歳（3人）

http://www.mbaib.gsbs.tsukuba.ac.jp/

　国際経営プロフェッショナル専攻は,ビジネスの国際化と情報化
とに対応可能な,次世代国際経営プロフェッショナルを系統的に育
成する専門職大学院（ビジネススクール）として,2005年に開設さ
れました。ビジネス科学研究科が培ってきた社会人教育に特化した
教育方法に基づく,実践的カリキュラムが,すべて英語で実施されて
います。更に,修了学期には,知識を技能へと進化させる国内外での
企業実習科目「ビジネスプロジェクト」を導入しています。

　グローバルマネジャーの能力要件となる基礎的技能をコア８科
目で網羅し,修了後の多様なキャリアに対応した専門科目をカフェ
テリア方式で配置しています。
　また,３段階のマネジャー行動（問題発見・意思決定・適用）を構成
するグローバルリーダーシップ・コンピテンシーを育成するための
多様な教育メソッド（①ディベート②フィールドスタディ③ディス
カッション④ケースメソッド⑤論理的思考⑥数量分析⑦シミュレー
ション⑧ロールプレイング⑨プログラミング⑩プレゼンテーション）
から構成される「国際経営プロフェッショナル人材育成プログラ
ム」が開発され,実務型と研究型教員及び外国人教員と日本人教員
とが協力して専門職大学院教育プログラムを実施しています。

特　色

　本専攻には，下記のとおり４つの教育領域が設置されています。
（1）組織経営領域：経営目標に基づく効率的な資源配分と
　  目標達成のための組織マネジメント技能を育成　　
（2）事業戦略領域：競争優位性のある経営戦略を立案・遂行する
　  技能を育成
（3）国際対応領域：国際経営環境における事業運営の技法や
　  異文化理解を促進する技能を育成
（4）応用情報領域：情報収集・分析に基づき情報技術に支援された
  　プロジェクトマネジメント技能を育成

領　域

教育方法

ビジネス科学研究科 【専門職学位課程】

法曹専攻〔法科大学院〕
http://www.lawschool.tsukuba.ac.jp/

　２００４年４月,新しい法曹養成制度がスタートしました。本学も,大
学院ビジネス科学研究科におけるこれまでの社会人教育の経験か
ら,多くの社会人が法曹資格を取得できる機会を強く求めているこ
とを実感していました。
　２００５年４月,本学は,多様なキャリアを持った法曹人の養成,そし
て社会人のキャリア転換という社会的需要に応えることで,大学院
における社会人教育に先鞭をつけてきた本学としての社会的責務
を果たすべく,平日夜間及び土曜に授業を行う法曹専攻（法科大学
院）を設立しました。
　本学法科大学院は,社会人のための法曹人養成を目指した夜間
開講型の法科大学院です。

　高度の専門性を有する法曹を養成するために,次のとおり段階
的に,確実に能力を獲得することができる,良質なカリキュラムを組
んでいます。
１ 法的思考の基礎を固めるための「法律基本科目群」
　(1)公法,民事法,刑事法の基礎的・体系的知識の獲得と
　　 法的思考力の養成「実定法基礎科目」
　(2)応用力を高める「実定法発展科目」
２ 法律家としての倫理観や専門スキルの基礎を形作る
　「法律実務基礎科目群」
３ 法に関する理解の視野を広げる「基礎法学・隣接科目群」
４ 先端的・応用的法分野の専門知識を習得する「展開・先端科目群」
　などです。
　授業は,講義や演習に加えて,模擬裁判など実践的なものまで,い
ろいろな形式がありますが,プロセスを重視した授業を行います。
　当専攻は,法学未修者コース（3年制）と法学既修者コース（2年
制）に加え,余裕をもって修学できるように長期履修制度（未修者4
年と既修者3年）を用意しています。
　法曹専攻専用の自習室は24時間使用可能です。ITを使った学
習支援システムも整備されており,自宅・勤務先から法律文献検索
や録画授業の視聴が可能です。また,一定回数までであれば,ウェブ
会議システムを通じ,出張先等からも授業を受講することができま
す。さらに,オフィスアワーやチューターを配置することで,学修支
援体制を整えております。
　教室と同じフロアに併設された法律事務所で行われる「リーガル
クリニック」では,フレックスタイム制を採用することにより,時間的制
約のある有職社会人でも実務に触れることが可能となっています。

平成28年度
定員
36

志願者数
124

合格者数
48

入学者数
35

平成29年度
定員
36

志願者数
123

合格者数
45

入学者数
35

平成30年度
定員
36

志願者数
114

合格者数
45

入学者数
37

＜応募状況＞

＜入学者関係データ＞
平成30年度入学者／37名（男性24名，女性13名）

②出身学部

③勤務先状況

法曹専攻 2726263

＜修了状況＞
平成１９～２7年度 28年度 29年度

特　色

教育方法

商学･経済学（4人）

理学（4人）

工学（1人）

金融・不動産業
（2人）

法律事務所等（10人）

官庁・公共団体
（6人）

サービス・流通
（5人）

建設・製造
（4人）

その他（6人）

その他（7人）

法学・政治学
（19人）

文学（3人）

通信・マスコミ（3人）

①年齢分布
  （平均年齢37.6歳）

30-39歳
（11人）

40-49歳（15人）

20-29歳
（10人）

50-59歳（1人）

○内は，外国人を内数で示す。

平成30年度
定員
30

志願者数
76 ○　　35

合格者数
35 ⑪

入学者数
33 ⑪

平成29年度
定員
30

志願者数
109 ○　　   41

合格者数
34 ⑧

入学者数
30 ⑥

日本（6人）

アメリカ（1人）




